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１．研究の目的 

 現在，国内外において被験者に情報提供をすること

で自発的な行動の変化を促すTravel Feedback Program

（以下 TFP）が実務レベルで実施されている．1) 

TFP を実施する際には情報提供や行動変化測定など

のコミュニケーションが必要とされている．そのコミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 手 段 は ， ICT （ Information, 

Communication Technology）を用いたものと従来型の

紙などを用いたものが存在する．ICT を用いた調査手

法においては，調査主体と被験者との双方向のコミュ

ニケーションが容易になり，より密度の濃いコミュニ

ケーションが可能であるが，それによる回答のバイア

スなどの指摘もある．そこで本研究では，調査手法の

違いによる被験者の回答状況の違いなどを，実際に調

査を行って検証することを目的とする． 

 

２．調査概要 

調査は，2005 年 11 月～2006 年 1 月に実施し，対象

は山梨県甲斐市のＪＲ竜王駅周辺住民である．その中

で自動車運転免許を取得・保有している可能性がある

18 歳以上の男女を対象とした．被験者を，情報提供を

行う情報提供群および情報提供を行わない情報非提供

群に分割し，情報提供の前後でアクティビティダイア

リ調査および意識調査を行った． 

１）調査項目 

・A D 調査（休日 2日・平日 2日） 

・交通と環境に関する意識調査 

・ライフスタイル（価値観）に関する意識調査 

＜情報提供の内容＞ 

・山梨県の交通状況 

・交通手段ごとの CO2 排出量比較 

・行政が行なっている交通施策 

・自動車の環境への影響 

・公共交通の試乗レポートとコストの比較 

・自動車の 1台あたりの事故遭遇確率 

・情報提供前の調査データに基づく，各被験者の移動 

由来の二酸化炭素排出量 

インターネット上のオンライン調査（以下ネット調

査）の特色は，調査案内などの情報を E-mail などを介

して被験者に提供できることや，携帯電話利用の接続

であれば，いつでもどこでも調査に参加できる点であ

る．また，被験者の回答による負担や調査にかける時

間を減らすために，選択式を中心とした調査票を設計

し，ウェブサーバーとデータベースを連動した調査シ

ステムを構築した．図１はその一例である． 

 

図１．調査ページ例 

２）調査の依頼方法 

 調査の依頼は 2 度に分けて行われた．1 度目はネッ

ト調査を，郵便受けに投函する形で依頼した．2 度目

の依頼は，紙による調査とネット調査の選択可能にし，

訪問形式で行った．それぞれの配布回収状況は以下の

とおりである． 

【1】ネット調査の依頼 

配布枚数：220 通 

回収総数：5通 

キーワード：TFP，オンライン調査，調査論 

連絡先:〒400-8511 山梨県甲府市武田 4-3-11 山梨大学 医学工学総合研究部 自然機能開発専攻 

土木学会第61回年次学術講演会（平成18年9月）

-81-

4-042



【2】紙調査 or ネット調査の依頼 

配布枚数：98 通 

回収総数：79 通 

（うち，ネット経由の調査は 1通） 

情報提供群と非提供群の人数比は，２回目調査拒否

などの人数を考慮に入れた上で，ほぼ同数となるよう

に分割した．その際，同一世帯内での情報のやりとり

を防ぐため，同じ世帯に被験者が複数存在する場合に

は，必ず全員同じグループに属するように配慮した． 

 

３．調査メディア別の回答ミスの発生状況 

本章では，紙によるアンケートによって調査を行っ

た被験者とネット調査を行った被験者の，調査メディ

アの違いによって回答に違いが見られるかを示す． 

まず，回答状況の違いを示す尺度のひとつとして，

調査時に発生する誤回答の発生頻度を示す．図２およ

び図３は，今回実際に行った調査において記入時の誤

回答の発生回数を示したものである．図２では，意識

調査の誤回答を示している．未回答とは全ての調査項

目にまったく回答しなかったものであり，未記入は一

部欠損している状態，誤回答は記入に誤りがあったも

のをさしている．図３はアクティビティダイアリ調査

での誤回答の発生を示している．重複とは自宅外活動

と自宅内活動が同時に発生している状態を指し，矛盾

とは移動と前後の活動が一致しないことをさす． 

図２．誤回答の発生頻度・意識調査 
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図３．誤回答の発生頻度・ＡＤ調査 

これらの結果を見ると，ネット調査では，選択式を

多く採用し，矛盾する回答などのチェックルーチンを

導入しているため，ほとんど誤回答が発生しない．そ

の上，ミスがあった場合の連絡を行ったことで，Wave2

ではほとんど記入ミスが発生しなかった．それに対し

て，紙を用いた調査では，これまでの経験から，より

ミスを減少させるために，調査票記入例の同封や，調

査票を記入しやすい形式にするなどの工夫を行い，

Wave1～Wave2と同じ形式で調査を行ったにもかかわら

ず，記入ミスの発生率はほとんど変化がなかった．ネ

ット調査においては，当初は誤回答や記入漏れが発生

していたものの，入力データをチェックし，こちらか

らミスのあった被験者に，入力ミスを伝える連絡を行

ったところ，翌日以降のデータ記入では，調査への参

加をとりやめた例を除き，未回答や誤回答，入力忘れ

などが無くなった．ネット調査は，調査主体からのコ

ミュニケーションが容易になるため，連続的な調査に

おいては，繰り返しの入力ミスを防ぐことができ，デ

ータコーディングなどの労力負担の低減や，欠損値等

の増大を防ぐことができると考えられる． 

 

４．おわりに 

 今回の調査においてはインターネットを介して調査

に協力していただいた被験者の被験者が少なかった．

これについては，調査中被験者に聞き取り調査を行っ

たところ「操作法が難しいのではないか」「自宅にイン

ターネットを利用できる環境がない」「セキュリティが

不安」などといった意見が挙げられた．インターネッ

トを利用したオンライン調査は多くの利点を持ってい

るが，このように参加への不安や，参加率の低下によ

る被験者抽出のバイアス増大の可能性がある．今後は

手段ごとの各調査項目への回答の違いについても検討

していく． 
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